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東葉高速自立支援委員会の開催結果について 

令和６年１２月２７日 

東葉高速自立支援委員会 

事務局：千葉県総合企画部交通計画課 

０４３－２２３－２０６２ 

 

１ 長期収支推計の見直し（ローリング）について 

東葉高速自立支援委員会（１２月１８日開催）では、会社から提出された 

令和１８年度を終期とした長期収支推計について、毎年度、検証及び見直しを

実施し、会社の経営状況を検証しています。 

今回のローリングについては、下記の点に留意して実施しました。 

・コロナ禍後の社会経済活動の変化を踏まえ需要予測を実施 

・将来見込まれる輸送人員・運輸収入の推計を、直近の利用状況等を踏まえ 

見直し 

・直近の金利、物価及び人件費の動向を反映 

この結果、金利を基本ケースで見た場合の令和１８年度末時点の資金残高

は下記のとおりとなりました（前提条件及び現推計はＰ４を参照）。 

昨年度、輸送人員や運輸収入については、新型コロナウイルス感染症５類 

移行後の利用者の回復動向が不透明であったことから、「上昇ケース」と  

「横ばいケース」の２ケースにより推計を行いました。 

一方、今回のローリングでは、５類移行を受け、東葉高速鉄道の運輸収入が

令和５年度中に概ね定常化したと考えられることから、複数ケースによる 

試算は行っていません。 

  

東葉高速自立支援委員会においては、関係者が一体となって会社の自立

を目指し、今後の支援のあり方を協議することとしております。 

昨年度に続き、直近の社会経済情勢等を踏まえて、長期収支推計の   

ローリング結果を検証したところ、条件によって、将来、資金ショートに

陥る可能性があることを改めて確認しました。 

今後とも、会社の経営状況や取組状況を引き続き注視しながら検証して

いくとともに、支援のあり方について協議を継続してまいります。 
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２ 長期収支推計のローリング結果について 

（１）ローリングの結果 

＜令和１８年度末時点の資金残高（金利・基本ケースの場合）＞ 

運輸収入の想定 資金ショート時期 令和１８年度末資金残高 

最新の需要予測に基づく 令和１８年度  ▲４億円 

※ 安全対策に資するホームドアの整備については、今後、随時検討することと 
しているため、今回の推計には含まれておりません。今後、各駅のホームドア 
整備を進めていく必要があり、資金ショートは前倒しとなる可能性があります。 

 

【参考】令和５年１１月推計 

運輸収入の想定 資金ショート時期 令和１８年度末資金残高 

上 昇ケース 
通勤定期  85％ 
通学定期 106％ 
定期外  115％ 

令和１６年度 ▲３８億円 

横ばいケース 
通勤定期  83％ 
通学定期 106％ 
定期外  110％ 

令和１３年度 ▲８４億円 

※ 「上昇ケース」「横ばいケース」の各比率は、感染症拡大前（平成 30 年度）の
水準に対する比率。 

 

（２）主な項目（令和１８年度までの累計額を記載しています） 

・ 運輸収入については、直近の利用実績及び現時点の将来人口推計を    

踏まえた最新の需要予測により推計した結果、現推計の上昇ケースには    

１０億円届かなかったものの、横ばいケースからは５６億円改善し、   

２，０９１億円となりました。 

・ 設備投資・修繕については、実施時期や内容を精査した結果、現推計の 

５０７億円から５億円減の５０２億円となりました。 

・ 金利動向については、令和５年度の０．７％から足元の金利上昇を   

踏まえて令和６年度は１．０％とし、基本ケースでは令和１５年度まで毎年   

０．２％ずつ上昇するものと設定した結果、会社の長期債務に係る元利償還

金の負担は、現推計の９５８億円から９億円増の９６７億円となりました。 

・ 動力費その他の経費については、直近の状況を踏まえて見直しを行った  

結果、現推計の２９３億円から５８億円減の２３５億円となりました。  
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＜主な項目におけるローリング結果の比較＞ 

 主な項目 ①今回見直し ②R5.11 月推計 ①―② 

収入 運輸収入累計額 2,091 億円 

【上昇ケース】 

2,101 億円 

【横ばいケース】 

2,035 億円 

【上昇ケース】 

▲10 億円 

【横ばいケース】 

56 億円 

支出 

設備投資・修繕 502 億円 507 億円 ▲5 億円 

元利償還金 

（金利・基本ケース) 
967 億円 958 億円 9 億円 

動力費 

その他経費 
235 億円 293 億円 ▲58 億円 

※ R5.11 月推計は、今回の推計期間（R6～18 年度）に換算して表示しています。 
※ 海老川新駅は請願駅であり、船橋市が整備費を全額負担する予定としている
ことから、上表の「設備投資・修繕」の金額には含めておりません。 

 

３ 自立支援委員会での確認事項 

長期収支推計のローリング結果を検証したところ、条件によって、将来、 

資金ショートに陥る可能性があることを改めて確認しました。 

このため、関係者で会社の経営状況や取組状況を引き続き注視しながら 

検証していくとともに、社会経済情勢等の変化により、早期に資金ショートの

可能性があると見込まれる場合に速やかに支援策の実施に移行できるよう、

支援のあり方について協議を継続していくこととしました。 
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【参考１】今回の長期収支推計 

○ 推計期間：令和６年度～令和１８年度（１３年間） 
○ 前提条件 

 

※ 長期収支推計は、二次支援策として実施している利子補給以外は、今後、関係
者からの支援がないものとして推計しています。 

 

 

○ ローリング結果（令和１８年度末の資金残高） 

運輸収入の想定 金利ケース 
資金ショート 

時期 
令和１８年度末 

資金残高 

最新の需要予測に

基づく 

基本ケース 令和１８年度  ▲４億円 

高金利ケース 令和１７年度 ▲５９億円 

低金利ケース ―  ２８億円 

 

 

○ 資金残高の推移 

 

  

低金利ケース：Ｒ１８で２８.３億円 

基本ケース：Ｒ１８で資金ショート 

高金利ケース：Ｒ１７で資金ショート 
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【参考２】ホームドアを整備した場合の推計について 

安全対策に資するホームドアの整備については、今後、随時検討することと

しているため、今回の推計には含まれておりません。 

西船橋駅を除く全ての駅にホームドアを整備する場合、整備時期や費用等

によっては、今回の推計よりも早く資金ショートする可能性もあり、慎重に 

検討を進めていく必要があります。 

 

（算定例） 

新駅開業後の令和１１年度から、１年あたり２駅ずつ５年間かけて整備する場合 

・八千代緑が丘駅のホームは２面４線であることから２駅分として算定。 

・初期投資として 80 億円程度、保守費として年間２億円程度を想定。 

 

 

【参考３】令和５年１１月の推計 

運輸収入の想定 金利ケース 
資金ショート 

時期 
令和１８年度末 

資金残高 

上 昇ケース 

通勤定期 85％ 

通学定期 106％ 

定期外  115％ 

基本ケース 令和１６年度 ▲３８億円 

高金利ケース 令和１５年度 ▲７８億円 

低金利ケース 令和１７年度  ▲９億円 

横ばいケース 

通勤定期 83％ 

通学定期 106％ 

定期外  110％ 

基本ケース 令和１３年度 ▲８４億円 

高金利ケース 令和１３年度 ▲１２６億円 

低金利ケース 令和１５年度 ▲５５億円 

 

高金利ケースでホームドア整備を 
見込む場合、Ｒ１４に資金ショート 



東葉高速鉄道について 

 

１ 会社概要 

  所在地：八千代市緑が丘１丁目１１２０番地３ 

  代表者：代表取締役社長 石井 慶範 

  資本金：６２６億円 

  株 主：千葉県（34.2％）、船橋市（24.9％）、八千代市（21.9％）、 

      東京地下鉄（12.5％）等 

設 立：昭和５６年９月１日 

開 業：平成８年４月２７日 

運行区間：西船橋～東葉勝田台（９駅・16.2km） 

    ※西船橋を経由し東京メトロ東西線（中野・三鷹行き）と直通運転 

 

２ 東葉高速自立支援委員会について 

  設 立：平成１９年７月１８日 

  目 的：関係者が一体となって取り組み、東葉高速鉄道の自立を図る。 

  構成員：国土交通省（鉄道事業課長）、県（交通担当部長：座長）、船橋市（副市長）、 

八千代市（副市長）、鉄道・運輸機構（施設管理部長）、 

東京地下鉄（取締役）、 東葉高速鉄道（社長） 

  協議事項： 

    ・会社の経営改善計画、長期経営計画に係る検証及びローリング 

    ・需要拡大に向けた方策 

    ・今後の支援のあり方について 等 

 

（参考）１２月１８日 自立支援委員会 出席者 

団 体 名 役   職 氏    名 備考 

国土交通省 
鉄道局 鉄道事業課 

課長補佐   
本 田 柳 太 代理 

千葉県 
総合企画部 

交通担当部長 
錦 織 良 匡  

船橋市 副市長 杉 田   修  

八千代市 副市長 深 井 良 司  

鉄道建設・運輸施設整備

支援機構 
施設管理部長 藤 原 武 央  

東京地下鉄株式会社 
経営企画本部 

経営管理部課長 
飯 田 啓 示 代理 

東葉高速鉄道株式会社 代表取締役社長  石 井 慶 範  

 

参 考 


